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別紙１

■ 地方要望１０４条項の見直しに対する見解

福祉分野ＰＴ

１ 地方要望条項数

勧告実施 ３法律３条項

（児童福祉法、介護保険法、国民健康保険法）

一部実施 ８法律２５条項

（学校教育法、児童福祉法、老人福祉法、介護保険法、障害者自立支援法、

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、

水道法、医療法）

実施困難 ２法律２条項

（水道法、高齢者の医療の確保に関する法律）

合 計 １０法律３０条項

２ 地方分権改革推進計画に対する評価

○ 「一部実施」の２５条項中、１７条項が「保育所等の福祉施設の基準の条例委任」に

関するものであるが、施設に配置する職員の数、居室の面積や利用者及びその家族に対

する人権侵害の防止等に関する規定に関しては「従うべき基準」とされている。

自治体の裁量の余地の乏しい「従うべき基準」が多数存在することは、地域のことは

地域に住む住民が決めるという「地域主権」の考え方にそもそも沿わないものであり、

また、形式的な事務の増大だけを招きかねない。

これら住民の暮らしに直結する行政は、地域の実情をよく知る自治体に委ね、廃止ま

たは「参酌すべき基準」など地方の実情を反映できる規定への振り替え等を行うべきで

ある。

○ さらに、保育所の居室面積基準について「東京等の一部の区域に限り、待機児童解消

までの一時的措置として、居室の面積に関する基準に係る規定は、『標準』とする。」と

されたが、待機児童解消のための特例的措置として、一部の地域に限定することや一時

的な措置とすることは、地域主権の考え方に沿ったものとは言い難い。

保育所の居室面積基準に係る規定については地域の実情にあった基準を自治体が制定

できるよう、廃止または「参酌すべき基準」とすべきである。

○ 「実施困難」とされている、後期高齢者医療広域連合が、法定給付以外の給付を行お

うとする場合などの協議（高齢者の医療の確保に関する法律第１３３条第２項）の廃止

については、同法第１３３条第１項で、都道府県は広域連合の運営が健全に行われるよ

う必要な助言等を行うことと規定されており、この規定に基づき都道府県が必要な助言

を行えば協議は不要と思われるため、廃止すべき。
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■ 地方要望１０４条項の見直しに対する見解

環境分野ＰＴ

１ 地方要望条項数

勧告実施 ３法律３条項

（自然環境保全法、大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法）

一部実施 １法律１条項

（自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における

総量の削減等に関する特別措置法）

実施困難 １法律１条項

（水質汚濁防止法）

合 計 ５法律５条項

２ 地方分権改革推進計画に対する評価

○ 「実施困難」「一部実施」とされている２法律について、ＮＯｘ・ＰＭ総量削減計画に

ついては、首都圏・中部圏・近畿圏、水質総量削減計画については、東京湾・伊勢湾・

瀬戸内海に地域が特定されており、該当する都道府県、市町村が一体となり、責任と主

体性を持って取り組むべきものである。

○ 国は、複数の都道府県にまたがる施策であり、また国の施策と整合性の確保が必要と

しているが、環境に関する削減量の総量規制・管理にあたっては、国が都道府県の意見

を聴いて総量削減基本方針を策定し、都道府県は、この方針に従って計画を策定するこ

ととされており、策定した計画については、国への送付又は報告で足りると考える。

○ これらは、地域の実情に応じ、地域の責任において事務を実施すべきであり、また、

見直しが実現することで、国・地方を通じた事務の迅速化・簡素化を図る観点から義務

付けを廃止すべき。
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■ 地方要望１０４条項の見直しに対する見解

産業分野ＰＴ

１ 地方要望条項数

勧告実施 １０法律１１条項

（中心市街地の活性化に関する法律、職業能力開発促進法、農業改良助長

法、林業労働力の確保の促進に関する法律、森林病害虫等防除法、漁港漁

場整備法、農山漁村電気導入促進法、中小企業団体の組織に関する法律、

中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律、小

規模企業者等設備導入資金助成法）

一部実施 ３法律４条項

（農業振興地域の整備に関する法律、森林病害虫等防除法、企業立地の促

進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律）

実施困難 １法律１条項

（森林法）

合 計 １３法律１６条項

２ 地方分権改革推進計画に対する評価

○ 「一部実施」の４条項及び「実施困難」の１条項ともに、「同意、協議、許可・認可・

承認」に係る事項であり、地方公共団体の意思決定を国が制限する事項である。

中でも、土地利用関係は、全国的に地域力の衰退が懸念されている中、地方公共団体

が、地域の実情に応じ、地域資源を最大限に活用する観点から判断し行動することが強

く求められており、国の制限は最小限にとどめなければならない。

○ 「実施困難」とされている森林法に基づく地域森林計画の協議について、国は「国が

全国レベルで定める計画の内容と数値等をもって調整を図る必要があり、国との同意を

要する」としているが、地域の実態と合わない計画総量の目標が国から提示されること

があり地域の実態に即した計画策定の阻害となっていることから、計画策定に際しての

農林水産大臣の同意・協議を廃止すべき。

○ 「一部実施」とされている農業振興地域の整備に関する法律に基づき市町村が策定す

る整備計画の協議について、国は「国民への食料の安定供給の観点から優良農地の総量

を確保する必要がある」としているが、市町村の自主的・主体的な取組を促進し、地域

の実態に沿った計画を策定するためにも同意・協議を廃止すべき。
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■ 地方要望１０４条項の見直しに対する見解

まちづくり分野ＰＴ

１ 地方要望条項数

勧告実施 ７法律１４条項

（道路法、河川法、公営住宅法、港湾法、都市計画法、海岸法、下水道法）

一部実施 ２法律３条項

（都市計画法、港湾法）

実施困難 ３法律５条項

（公有水面埋立法、都市計画法、港湾法）

合 計 ８法律２２条項

２ 地方分権改革推進計画に対する評価

○ 「一部実施」の３条項及び「実施困難」の５条項ともに、「協議、同意、許可・認可・

承認」に係る事項である。

これらは、地域の実情に応じ、地域の責任において事務を実施すべきであり、また、

見直しが実現することで、国・地方を通じた事務の迅速化・簡素化を図る観点から義務

付けを廃止すべき。

○ 「実施困難」としている３法律については、

① 公有水面埋立法

国は、「免許権者と埋立権者が同一であるため事前協議が必要」としているが、免許

権者・埋立権者それぞれの立場で適切な判断は可能である。手続きの透明性を高める

ことにより適法性を確保すべきであることから、大臣協議を廃止すべき。

② 都市計画法

都市計画決定の農水大臣協議について、国は、「都市的土地利用と農地保全との連携

を確保する観点からの一体的な枠組みであり、住民や地権者の混乱回避のため、引き

続きその枠組みが必要」としている。それならば、地域の実情をよく知る都道府県・

市町村において一元化し、地域の責任と主体性を持って取り組めるようにすべきこと

から、協議を廃止すべき。

③ 港湾法

国は「国策であるスーパー中枢港湾を担うメガオペレーターの能力・的確性につい

ての判断が必要」とのことであるが、港湾管理者にとっても港湾の国際競争力の確保

等は重大な関心事であり、判断を的確かつ慎重に行うことに変わりはない。港湾管理

者の判断を信頼し、大臣同意を事後報告とすべき。
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■ 地方要望１０４条項の見直しに対する見解

教育分野ＰＴ

１ 地方要望条項数

勧告実施 ２法律４条項

（へき地教育振興法、学校教育法）

検 討 １法律２５条項

（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律）

合 計 ３法律２９条項

２ 地方分権改革推進計画に対する評価

○ 勧告実施とされているへき地教育振興法及び学校教育法の各条項については、地方提

言通りの見直しが成されている。

○ 公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の各条項について

は、地域主権改革の観点や教育条件整備全体の観点を踏まえ検討するとされ、見直しが

全て先送りされている。

先送りとされている各条項については、早急に勧告に沿った見直しを行うべきである。

その際には、市町村へ学級編制基準及び教職員定数の設定権限に加え、教職員の任命

権、給与負担を一元化することが必要であり、とりわけ、現在ねじれ現象を生じている

政令指定都市に係る県費負担制度の見直しを早期に実施すべきである。

なお、制度の見直しにあたっては、広域人事の仕組みを整備するなど、自治体間の教

育格差が生じないよう留意すべきである。
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■ 地方要望１０４条項の見直しに対する見解

災害その他分野ＰＴ

１ 地方要望条項数

勧告実施 １法律１条項

（災害対策基本法）

一部実施 １法律１条項

（国土利用計画法）

合 計 ２法律２条項

２ 地方分権改革推進計画に対する評価

○ 勧告実施とされている災害対策基本法第４０条第３項については、全国知事会による

提言通りの見直しが成されている。

○ 一部実施とされている国土利用計画法第９条第１０項については、同意協議から同意

を要しない協議へと簡素化されたものの、国は”具体的な土地利用に関する措置につい

て国が実施・関与するもの（都市計画、農地の転用、保安林の指定、国立公園の指定等）

がある以上、国と都道府県との間で事前調整が行われなければ、国の土地利用に関する

措置と齟齬や矛盾を生ずる計画が策定され、土地利用基本計画に期待される本来の機能

発揮できなくなる”と主張し、協議自体は存置されている。

しかしながら､国の土地利用に関する措置との整合については､同法第９条第９項にお

いて､土地利用基本計画は「全国計画を基本とする」ことが規定されており､また､国が重

要と考える基本的事項については､国土利用計画に定める等の措置を講ずれば足りると考

えられることから､地域の実態に応じた柔軟な計画づくりを可能とするためにも､第９条

第１０項の国への協議は廃止すべきである。


